
-

（ ）

26年度
目標最終年度

成果指標

-

単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

ha

目標最終年度

32 59

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

％ 41.7％

- -

目標値 件 - -

24年度 25年度

8,016成果実績

目標値

74％

26年度

定量的な成果目標

平成28年度までに防災性
の向上を目的としたまちづ
くりのための事業が行われ
た市街地の面積を13,000ha
まで引き上げる。 達成度 ％

成果実績

25年度

-

平成28年度までに「公共工
事に関する調査及び設計
等の品質確保に関する技
術者資格登録規程（平成26
年国土交通省告示第1107
号）」に基づいて、公園施設
の安全点検等に関する技
術者資格を1件登録する。

③公園施設の安全点検等
に関する技術者資格の登
録件数

成果実績

定量的な成果目標 成果指標

62％

9,586

16％ 28％

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

件 -

単位 24年度 25年度 26年度
目標最終年度

団体 158 166 174

％ - -

①防災性の向上を目的とし
たまちづくりのための事業
が行われた市街地の面積

83％

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　首都直下地震、南海トラフ地震等の切迫性の高い大規模災害への備えとして国土の強靱化を図るため、大都市部の避難・誘導、宅地の耐震化など都市
の防災性向上を総合的に推進する方策に関する検討を行うとともに、大都市災害に対する早期回復・復興に資する市街地復興計画の策定を円滑に行う
ための事前準備方策に関する検討を行う。また、都市公園の的確な維持管理・更新や屋外広告物の安全対策の促進により、安全で安心して暮らせるまち
づくりを総合的に推進する。

前年度から繰越し

事業番号

都市局市街地防災推進費 担当部局庁 都市局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
都市安全課
公園緑地・景観課

課長　林田　康孝
課長　梛野　良明

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
4　水害等災害による被害の軽減
　11　住宅・市街地の防災性を向上する

主要経費

27年度

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

－
関係する計画、

通知等
インフラ長寿命化基本計画（平成25年11月）

実施方法

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算

その他の事項経費

補正予算

事業概要
（5行程度以内。
別添可）

①大都市部における避難・誘導インフラ整備方策検討調査
大規模地震の発災時に多数の人的被害や混乱が予想される大都市部の避難・誘導環境の改善を図るため、大都市部における避難・誘導インフラの整備
状況や今後の課題について分析を行い、地方公共団体向けのガイドラインとしてとりまとめる。
②宅地の性能に関する情報提供についての検討調査
宅地の安全性に関する情報について災害の防止・軽減の観点から重要度等の検討を行う。また、地方公共団体の情報提供や宅地所有者等の情報利用
の課題抽出をするとともに、情報利用者や危険度等に応じた情報の提供方法や活用方法についての検討を行う。
③公園施設の安全点検等に係る制度についての検討調査
多様な公園施設の点検、診断等を適切に実施するため、公園施設毎の点検、診断等に必要な専門的知見、技術の検証を行うとともに、民間資格の技術
内容等の評価の考え方や水準を整理し、公園施設の安全点検等の質の向上に係る民間資格等の活用方法をとりまとめる。
④大規模災害に対する早期回復・復興に資する市街地復興計画の策定を円滑に行うために、地方公共団体における市街地復興計画策定訓練を試行し、
市街地類型ごとの復興にあたっての課題や市町村レベルでの策定訓練を行うことによる市町村単位での課題を整理し、事前準備のあり方をガイドラインと
してとりまとめる。
⑤屋外広告物安全対策推進調査
全国の地方公共団体における屋外広告物の安全対策を促進するため、複数の都市を対象に屋外広告物の立地特性等を踏まえた安全対策を検討し、汎
用性の高いマニュアルとしてとりまとめる。
⑥樹木等の安全点検診断の指針の策定調査
都市公園における樹木等の管理・点検診断を適切に実施し、公園利用者等の安全・安心を確保するため、樹木等の点検診断の現状把握及び課題の抽
出・整理を行うとともに、専門的な知見を踏まえた点検診断の方法、改善処置等について技術的指針としてとりまとめる。

平成２８年度

ha

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し

計

- - 50

達成度 ％ -

国土強靭化主要政策・施策

1

達成度

平成２７年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 32 59

執行率（％） - - -

平成28年度までに大規模
盛土造成地マップの公表
率を約50％まで引き上げ
る。

②地震時に地すべりや崩
壊により甚大な被害を生じ
るおそれのある大規模盛
土造成地について、その有
無等を公表した地方公共
団体の割合

成果実績 ％ - 8

目標値 ％ -

平成２７年度
事業終了

（予定）年度

25年度 26年度

目標値 団体 -

目標最終年度

- -

平成28年度までに地方公
共団体における公園施設
の長寿化計画策定率を60%
まで引き上げる

地方公共団体における公
園施設の長寿化計画策定
率

成果実績 ％ 25 48 51

目標値 ％ - - - 60

- - 190

達成度 ％ -

達成度 80％ 85％

平成28年度までに屋外広
告物条例を策定した地方
公共団体の数を190団体と
する。

屋外広告物条例を策定し
た地方公共団体の数

成果指標
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

新27 0012

年度28

28 年度

28 年度

28 年度

28 年度

10,752

- - - 13,000

14



-

単位 24年度 25年度 26年度

- 3当初見込み

件

件

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ‐

調査に必要な経費に限定している。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

27年度活動見込

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

ガイドラインの作成等にあたっては、地方公共団体にとっ
ての有効性や実現可能性に配慮したものとなるよう効果
的な調査に努める。

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

大都市部の国際競争力強化、社会資本の的確な維持・管
理といった国家的な重要課題に関し、優先度の高いテー
マを対象に実施する。
国家的な重要課題に関するテーマであるため地方自治
体、民間等には委ねることができない事業

○

○

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

切迫性の高い大規模災害に備えた防災・減災まちづくりの観点に加えて、大都市部の国際競争力強化、社会資本の的確な維持・管理といっ
た国家的な重要課題に関し、優先度の高いテーマを対象として、国が実施すべき内容について効率的な調査を行う。
また、企画競争により支出先を選定することとしており、その際、有識者委員会による審査により、透明性・公平性を確保することとしている。

点
検
・
改
善
結
果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

切迫性の高い大規模災害に備えた防災・減災まちづくり
の観点に加えて、大都市部の国際競争力強化、社会資本
の的確な維持・管理といった国家的な重要課題に関し、優
先度の高いテーマを対象に実施する。

‐

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

調査実施件数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

住宅・市街地防災対策調査
費

32

- -

点検結果

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

計 32 59

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算

内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

-活動実績

活動指標

費　目

企画競争による支出先の選定を想定している。選定にあ
たっては、匿名性を確保した評価、有識者委員会による審
査等により透明性・公平性を確保する。

国
費
投
入
の
必
要
性

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

予算額　／　調査実施件数

単位当たり
コスト 百万円 32

計算式 　　/ =32百万円/3件

事業所管部局による点検・改善

59

チェック



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

新27-014

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

都市の防災性の向上のため、課題分析等を的確に行い、効率的・効果的に調査を実施すべき。
また、事業の実施にあたっては、企画競争等により、透明性・公平性を確保すべき。

本調査におけるテーマの重点化やとりまとめにあっては、ヒアリング等により有識者・地方公共団体・関係機関等の意見を広く取り入れることに
より、課題分析等を的確に行い、効果的・効率的なアウトプットとなるよう調査を行う予定。
また、事業の実施にあたっては、企画競争により選定することとしており、その際、有識者委員会による審査により、透明性・公平性を確保する
こととしている。

平成26年度

国土交通省
①9百万円
②14百万円
③6百万円

①大都市部における避難・誘導インフラ整備方策の検討
②宅地の性能に関する情報提供についての検討
③公園施設の安全点検等に係る制度についての検討

【企画競争】

Ａ：民間事業者（６者）
①9百万円
②14百万円
③6百万円

①大都市部における避難・誘導インフラ整備方策検討調査
大規模地震の発災時に多数の人的被害や混乱が予想される大都市部の避難・誘導環境の改善
を図るため、大都市部における避難・誘導インフラの整備状況や今後の課題について分析を行
い、地方公共団体向けのガイドラインとしてとりまとめる。
②総合的な宅地の安全評価に関する検討調査業務
宅地の安全性に関する情報について災害の防止・軽減の観点から重要度等の検討を行う。ま
た、地方公共団体の情報提供や宅地所有者等の情報利用の課題抽出をするとともに、情報利
用者や危険度等に応じた情報の提供方法や活用方法についての検討を行う。
③公園施設の安全点検等に係る制度についての検討調査
多様な公園施設の点検、診断等を適切に実施するため、公園施設毎の点検、診断等に必要な
専門的知見、技術の検証を行うとともに、民間資格の技術内容等の評価の考え方や水準を整理
し、公園施設の安全点検等の質の向上に係る民間資格等の活用方法をとりまとめる。

平成22年度

平成25年度

平成23年度



-

（ ）

「新しい日本のための優先課題枠推進枠」277
都市再生緊急整備協議会を活用し官民多様な主体・施設を巻き込むことにより効果を
最大限発揮する取組に対する支援強化に伴う増

災害対応拠点を含む都市
開発が予定される拠点地
区における自立分散型面
的エネルギーシステムの導
入により平成32年度に災
害発生時の被害を1,300億
軽減させる

達成度 ％

当初見込み

箇所

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

億円

- -

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

業務継続地区を構築するための計画策定、コーディネート、施設整備を支援。
（補助対象：地方公共団体、都市再生機構、協議会、民間事業者等）
・計画策定支援：業務継続地区整備にかかる計画の策定に対する支援を行う。
・コーディネート支援：業務継続地区整備に向けて関係者の合意形成を図るために必要な検討調査等に対する支援を行う。
・施設整備事業支援：業務継続地区に必要な施設の整備（エネルギー供給施設、ネットワーク、マネジメントシステム及び関連施設の整備等）
　に対する支援を行う。

目標最終年度

- -

348 590

-

24年度 25年度

-

箇所

成果実績

目標値

-

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度

--

-

27年度活動見込

災害対応拠点を含む都市
開発が予定される拠点地
区で自立分散型面的ｴﾈﾙ
ｷﾞｰシステム導入に伴う災
害発生時の被害軽減効果

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

都市機能が集積しエネルギーを高密度で消費する拠点地区であって、災害対応の拠点となる地区における災害時のエネルギー不足は、業務継続や災
害対応に支障をきたし、我が国経済への影響も大きい。このため、当該地区において、エネルギーの自立化・多重化に資するエネルギー面的ネットワー
クにより、災害時の業務継続に必要なエネルギーの安定供給が確保される業務継続地区（ＢＣＤ：Business Continuity District）の構築を支援することに
より、我が国都市の防災性の向上等を図る。

前年度から繰越し - -

事業番号

災害時業務継続地区整備緊急促進事業 担当部局庁 都市局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 市街地整備課 課長　英　直彦

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
4 水害等災害による被害の軽減
　11 住宅・市街地の防災性を向上する

主要経費

27年度

-

-

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
－

関係する計画、
通知等

災害時業務継続地区整備緊急促進事業費補助金交付要
綱

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

-

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 -

その他の事項経費

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

災害対応拠点を含む都市開発が予定される拠点地区
で自立分散型面的エネルギーシステムが導入される地
区数

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

災害時業務継続地区整備
緊急促進事業 348

- - -

- 3

計 348 590

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

平成３２年度

活動実績

活動指標

億円

翌年度へ繰越し -

計

費　目

-

国土強靭化主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 348 590

- -

執行率（％） - - -

平成２７年度
事業終了

（予定）年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

災害時業務継続地区整備緊急促進事業
予算執行額

／
災害時業務継続地区整備緊急促進事業

実施地区数

単位当たり
コスト - - - 58

計算式
百万円
/地区

- - - 348/6

590

新27 0013

年度32

-

-

- - - 1,300



関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ‐ -

支援にあたっては、事業目的である「災害時の業務継続
に必要なエネルギーの安定供給が確保される業務継続
地区の構築」に資するエネルギー面的ネットワークの整備
に要する経費に限定している。

事業名所管府省・部局名 事業番号

‐

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

災害時の業務継続に必要なエネルギーを確保する上で
は、民間事業者が個々の建物毎にエネルギー供給施設
を設けることが考えられるが、エネルギー容量の確保等
の　　限界があり不十分である。一方、本事業による支援
に基づき、エネルギー供給施設をネットワーク化すること
で、災害時にエネルギー融通を可能とすることでエネル
ギー容量を確保するとともに、エネルギーの自立化・多重
化を図る等、より効果的に災害時の業務継続機能を確保
することができる。

-

-

-

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

・東日本大震災を踏まえた業務継続確保に係る要請への
対応や都市の国際競争力の向上による外資系企業の誘
致は高い国策性を有しており、その推進にはエネルギー
面的利用を活用した業務継続地区整備による面的な防
災性の確保が必要である。

・業務継続地区の整備を図るためには都市開発と一体的
な整備が必要であり、東京オリンピック・パラリンピック開
催を契機とした都市開発の機会を逸することなく緊急に取
り組むことが必要であるが、初期投資の大きさから民間だ
けに負担を求めることは困難であり、またその効果は単
独の自治体の利益を超えるものであることから、国の支
援が必要である。

○

○

○

○

災害時における業務継続機能確保の観点から、エネルギーの自立化・多重化に資するエネルギー面的ネットワークの導入が促進されるよ
う適切な執行に努める。

点
検
・
改
善
結

果

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

・エネルギー基本計画（H26.4.11閣議決定「都市開発と連
携したエネルギー面的利用のためのインフラ等整備の促
進」）、国土強靱化計画（H26.6.3閣議決定「コージェネレー
ション等の地域における自立・分散型エネルギーの導入
を促進」）、首都直下地震緊急対策推進基本計画
（H27.3.31閣議決定「拠点地区におけるエネルギーの自立
化・多重化」）に位置づけられており、優先度の高い事業
である。

エネルギーの面的利用を図る整備実績の単位当たりコス
トと比較し、妥当である。

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。
（役割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

改善の
方向性

-

支援にあたっては、国土交通省HP等により広く募集をか
けるとともに、応募のあった事業計画の内容について、専
門的知識を有する学識経験者の意見等を踏まえて支援
先を選定しており、妥当であると考えている。

拠点地区における災害時のエネルギー不足は業務継続
に支障を来し、我が国経済への影響も大きい。こうした拠
点地区において、都市の防災性向上に資する公共性・公
益性を有するエネルギーの自立化・多重化を図るため、
ネットワーク化しない場合に比べ掛かり増しとなるエネル
ギーの面的整備に必要な施設に支援しており、受益者と
の負担関係は妥当である。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善



-

平成24年度

関連する過去のレビューシートの事業番号

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

災害時における業務継続機能確保の観点から、エネルギーの自立化・多重化に資するエネルギー面的ネットワークの導入が効果的・効率的
になされるよう適切な執行に努めるべき。

災害時における業務継続機能確保の観点から、事業採択において専門的知識を有する学識経験者の意見等を聴取し事業に反映させるよう
取り組むなど、エネルギーの自立化・多重化に資するエネルギー面的ネットワークの導入が効果的・効率的になされるよう適切な執行に努め
る。

平成26年度

-平成22年度

平成25年度

-

-

平成23年度 -

外部有識者の所見



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

国土交通省

災害時業務継続地区整備緊急促進事業
の指導及び助成

【補助】

A　地方公共団体

計画策定支援、コーディネート支援、施設
整備事業支援の実施

【補助】

【補助】

B　協議会

計画策定支援、コーディネート支援、施設
整備事業支援の実施

【補助】

Ｃ　民間企業等

計画策定支援、コーディネート支援、施設
整備事業支援の実施



-

（ ）

-

-

- - - 900

新27 0014

年度32

39

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

実績額／技術資料の件数

単位当たり
コスト 百万円 - - - 7

計算式 百万円/件 - - - 14百万円／2件

平成２７年度行政事業レビューシート 国土交通省

執行額

0 0 0 14 39

- -

執行率（％） - - -

平成２７年度
事業終了

（予定）年度 平成２９年度

活動実績

活動指標

地下街等数

翌年度へ繰越し -

計

費　目

-

国土強靭化主要政策・施策

- 2

計 14 39

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

水防計画等に関する技術資料の作成

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

住宅・市街地防災対策調査
費

14

- - -

- - -

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

水防法第13条の2、第14条の2、第15条、第15条の2
関係する計画、

通知等
社会資本整備重点計画

実施方法

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

-

-

-

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 -

その他の事項経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

XRAINや下水管内水位等を活用した総合的な内水情報の関係者への提供手法の確立や、浸水深の深い内水地域や地下空間等において迅速な避難確保・
浸水防止を図るための地方公共団体・下水道管理者・地下空間管理者等による連携を促進する。

前年度から繰越し - -

事業番号

内水浸水被害に対するソフト・自助を含めた減災対策に関する
検討経費 担当部局庁 水管理・国土保全局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室
下水道部流域管理官
河川環境課水防企画室

流域管理官　加藤裕之
室長　中込淳

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名
４　水害等災害による被害の軽減
　11 住宅・市街地の防災性を向上する

主要経費

27年度

-

最大クラスの内水等に対応
した地下の避難確保・浸水
防止措置を講じた地下街
等の数

-

-

27年度活動見込

--

件

成果実績

目標値

-

単位

-

24年度 25年度 26年度

26年度成果指標 単位

地下街等数

-

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

局地的な大雨等による被害を軽減するため、最新の観測・予報等の技術を踏まえ、内水に関する浸水情報を下水道管理者等から地下街等の施設管理者
等へ提供する手法を検討するとともに、浸水時の避難確保・浸水防止に関する関係者間の連携を促進する方策を検討し、関係者間が連携した水防計画等
の作成の促進を図る。

目標最終年度

-

14 39

-

24年度 25年度

-

技術的な検討等に必要な経費を要求

最大クラスの内水等に対応
した地下の避難確保・浸水
防止措置を講じた地下街
等の数 達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

件

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

チェック



事業所管部局による点検・改善

-

-

国
費
投
入
の
必
要
性

外部有識者の所見

改善の
方向性

-

-

-平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度 -

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐
関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

水害時において、最新の観測・予報等に係る技術を踏ま
えた情報提供手法、避難確保対策の高度化を目指すもの
であり、優先度は高い。

-

-

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する過去のレビューシートの事業番号

水害時において、最新の観測・予報等に係る技術を踏まえた情報提供手法、避難確保対策の高度化を目指すものであり、国が技術的な検
討等を実施し、地方公共団体を先導することが効果的であるため、国として実施する必要性がある。

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

地下空間等における内水浸水被害を軽減するため、地下空間管理者等が活用しやすい事業成果をまとめるとともに、事業成果の普及・活用方
策を検討する。

地下空間等における内水浸水被害を軽減するため、地下空間管理者等が活用しやすい事業成果をまとめるとともに、事業成果の普及・活用方
策を検討していく。

平成26年度

点検結果

新27-015

平成24年度

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

-

-

-

-

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

局地的な大雨等による被害を軽減するためのものであ
る。

国が技術的な検討等を実施し、地方公共団体を先導する
ことが効果的である。

‐

○

‐

‐

関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ‐ -

-

事業名所管府省・部局名 事業番号

‐



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

内水浸水被害に対するソフト・自助を含

めた減災対策に関する検討の企画・立案、

進捗管理・指導

内水浸水被害に対するソフト・自助を含

めた減災対策に関する検討の実施

国土交通省

１４百万円

Ａ．民間企業等

１４百万円

【競争入札・公募等】

【企画競争・公募等】


